
第 59 回⼦ども⼦育て会議報告(2021.12.8 開催) 
政策委員⻑ ⽔⾕豊三 

 
 去る１２⽉８⽇に開催されました内閣府の⼦ども・⼦育て会議につきまして、その主だった内容をダイジャスト速報させていただきます。 
詳しくは内閣府ホームページの⼦ども・⼦育て会議欄において詳報が近⽇中に開⽰されますのでご確認ください。 
 
◆保育⼠・幼稚園教諭等を対象とした処遇改善 
 ①令和 4 年 2 ⽉から 9 ⽉まで実施 

・収⼊を 3％程度(⽉額 9.000 円＋法定福利費)引き上げる   ※公定価格とは別の補助⾦・・・令和３年度補正予算より拠出 
・補助率は新制度園は国 10:/10 
・学助成園は国 3/4 
・個⼈⽴等⾮学法園は対象外(新制度移⾏園を除く) 
 

 ②令和４年１０⽉以降は・・・・ 
 ・新制度園は公定価格の⾒直しで⾏なう・・・・令和４年度予算編成過程で検討する。 
  ※⼈事院勧告に伴う国家公務員給与改定・・・・⽉例給は据え置き、期末⼿当 0.15 ヵ⽉引き下げ。 
                        引き下げ分は公定価格の改訂でカバーし、処遇改善効果と相殺されないよう措置するとの

こと。 
      予算上の保育⼠・幼稚園教諭等に係る年額⼈件費 394 万円が 391 万円に。(▲3 万円 ▲0.9%) 
      これが公定価格の⾒直しでカバーされた上で、更に処遇改善分が令和 4 年 10 ⽉から⾒直しとなる 
 ・私学助成園は国 1/4 都道府県 1/4 を上限として補助 
 ・個⼈⽴等⾮学法園は対象外(新制度移⾏園を除く) 



施設種別 令和 4 年 2 ⽉〜9 ⽉ 令和 4 年 10 ⽉以降 
新制度園 
新制度に移⾏している個⼈⽴
等の園 

3％の処遇改善 9.000 円＋法定福利費 
国 10/10 を令和 3 年度補正予算で確保 

3％の処遇改善 9.000 円＋法定福利費については 
公定価格に反映させていく。 
⾦額は未定・・・令和 4 年度予算と公定価格検討委員会の結
論を待って、その後判明します。 
⼈事院勧告の減額に対する影響も出ないよう⼿当てしていく
予定と、⼦ども・⼦育て会議では説明があった。 

私学助成園 3％の処遇改善 9.000 円＋法定福利費 
国 3/4 を令和 3 年度補正予算で確保 

3％の処遇改善 9.000 円＋法定福利費については 
国 1/4 都道府県 1/4 を上限として補助 
つまり 3/4 から 1/2 に減額となります。 
1/2 補助による不⾜分が処遇改善の格差として新制度園との
間で⽣じますので、全⽇本私⽴幼稚園連合会としては要望を
国に出します。 
⽔⾕の個⼈的⾒解ですが、特定保育料で徴収するという必要
性も考えられます。 

個⼈⽴、宗法⽴等 ⾮学法園 
※新制度に移⾏していない園 

対象外 対象外 
 
新制度に移⾏している園以外は、まったく処遇改善として補
助されません。 
全⽇本私⽴幼稚園連合会からは国に要望を出します。 
⽔⾕の個⼈的⾒解ですが、特定保育料でのカバーも必要にな
ってきそうです。 



<<<< ポスト待機児童の時代に突入! >>>> 

◆保育所が三歳未満の未就園児家庭に関わっていく施策を明確化 
  (1)「地域における保育所・保育⼠等の在り⽅に関する検討会」で取りまとめ・・・・資料 1 

   ・待機児童対策に終わりが⾒えてきて、ポスト保育所対策として在宅家庭乳幼児への役割が求められる時代へ 

   注意したいポイント 

① 今後定員割れしている保育所が出てくる地域において、市区町村が保育所に対して在宅乳幼児家庭にどんや役割をはたせるよ
うに 
していくかについて情報キャッチしておく。 

② 保育所が⾏おうとしている在宅乳幼児向け⼦育て⽀援策に、私⽴幼稚園も組み⼊れるよう市区町村とコミュニケーションをし
ておいたり、必要に応じて市区町村議員にもそうしたことへのサポートを依頼しておく。 

 
  (2)「社会保障審議会児童部会社会的養育専⾨委員会・・・・資料 2-1    資料 2-2 

 注意したいポイント 

    ・この委員会の⾻⼦案の要点からは、⼦どもを守るための相談強化や児童相談所の権限強化などが⽰されており、幼稚園として 

こうした児童福祉的な市区町村の機能強化や⽀援⽅針の情報から疎くならないようにしなければならない。      資料 2-1 

     ・こどもの⼀体的な⽀援を⾏う機関が市区町村できる。仮称「こどもセンター」これは⼦育て家庭の親や⼦に対する⽀援機関で 

あり、幼児教育センターと幼児教育アドバイザーは研修を主とした機関として都道府県に位置づけられる。  資料 2-2 



(3)「こども政策の推進に係る有識者会議」と「こどもに関する政策パッケージ」 資料 3 

   注意したいポイント 

     ・「こども政策の推進に係る有識者会議」の報告書では今後取り組むべきこども政策の柱として 3 つの柱を⽴てている。 
           ※プッシュ型とは、家庭に出向いていく⽀援やサービス アウトリーチ型とは、⾏政から調査したり情報を得たり 

いうことを積極的に進めていくことという説明でした。 
 
     ・エビデンス重視の施策づくりへと時代が進む。。つまり政策・制度づくりには、調査データをもとに議論され判断されていくことが

⼀層重要視される。全⽇本私⽴幼稚園連合会や⽂科省等などが実施する実態調査には回答率が⾼いということと、有効回答が多いと
いうことが求められる。 

 
      現在の全⽇本私⽴幼稚園連合会の改善点として・・・ 

① 回答率やアンケート回収数を上げていくこと・・・調査は積極的に提出しましょう。 
② ⼊⼒ミスや記⼊ミスをなくして有効回答数を増やすことが求められる。 

   

<<<< こども庁について >>>> 

 
  本年 12 ⽉ 20 ⽇に閣議決定された内容が発表されるとのこと。 
 
 



    ★          が注視していただきたいポイント (水谷)                    資料 1    

 



★          が注視していただきたいポイント (水谷)                     資料 2-1    

 



資料 2-2 

 ★          が注視していただきたいポイント (水谷) 

 

こどもセンター(仮称)と幼児教育

センターの位置づけは? (水谷) 



 
 ★          が注視していただきたいポイント (水谷)                    資料 3-1  

 



 
 

 



 ★          が注視していただきたいポイント (水谷)                    資料 3-1  

 


